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再生可能エネルギーの普及促進に向けた 

規制緩和と支援を強く求める意見書 

 

 我が愛する日本国は、平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災と東京

電力福島第一原子力発電所事故により、原発依存の電力政策からの一刻も早

い脱却が求められている。 

それは、まさしく昨年の計画停電を始め、全ての日本国民が懸命な努力で

節電に取り組んだ真実を踏まえ、人智を超えた「原発」より安全で安心して

使用できる新たなエネルギー供給を願う声に応えるためである。 

その中にあって、太陽光発電や小水力発電を始めとする再生可能エネルギ

ーは、エネルギーの地産地消という観点からも、今後の我が国のエネルギー

政策の救世主と言えるものである。 

しかし、再生可能エネルギーの普及促進に向けては、電気事業法や農地法

など高くて厚い様々な「規制」という壁が立ちはだかっている。今こそ省庁

の壁を越え、普及促進に向けた「規制緩和」を進め、支援を一刻も早く講じ

ることが、日本国民全体の要望に応える最良の方法であると考える。 

よって、日本国政府及び関係省庁に対し、下記の事項を一刻も早く実現し、

全ての日本国民が安全で安心して健やかな生活を営めるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 連系可否や連系の規模など、電気事業者との系統連系に係わる検討協議

について、申請手数料の減額や事務の迅速化が図られるよう、国が強力

に指導・支援すること 

 

２ 再生可能エネルギーによる発電施設について、災害時などの地域の非常

用電源として、特定供給の規定の例外とするなど、地域に電力を供給す

ることを、電気事業法上で認めること 

 

３ 再生可能エネルギーの普及拡大を図るため、「固定価格買取制度」に伴う

賦課金等の新たな負担が消費者側に生じているが、事業者及び消費者双

方の負担を軽減するための税財政上の措置を拡充すること 

 

４ 50ｋＷ以下の家庭用電力を自由化すること 

 

５ 発送電分離を進めること 

 



６ 太陽光発電に関して、優良農地を保全すると共に、耕作放棄地等の有効

活用を図るため、メガソーラーの立地に関して、農地法等農地の利用に

対する規制を緩和すること 

 

７ 太陽光発電に関して、送電線や連系変電所、出力変電を調整する設備の

新設など、連系可能量を拡大するための施策を講ずること 

 

８ 小水力発電に関して、「総合特別区域法」及び「東日本大震災復興特別区

域法」（以下「総合特区法等」という。）により従属発電に係わる水利権

使用許可手続の簡素化及び標準処理期間の短縮がなされているが、総合

特区法等に係わらず、広く規制緩和を実現すること 

 

９ 小水力発電に関して、従属発電に係わる水利権使用許可手続の緩和が進

められてきているが、農業用水に関しては、かんがい面積の減少等によ

り従属する水利使用に基づく許可水量が減少傾向にあるため、冬季の水

路環境の保全も視野に入れ、通年で水路を維持できるだけの安定的な取

水量を認めること 

 

10 小水力発電に関して、普及促進の障害のひとつである設置に係わる高額

な初期費用の低減を図ると共に、小水力発電に係わる機器供給が地域産

業として成立することから、小水力発電の調査・計画・設計・施工を行

う人材の育成、及び安価且つ技術的に成熟した機器を生産・販売する事

業者の育成に関する支援を行うこと 

 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

 平成 24 年 9 月 日 
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